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平成１５年度 ＩＴ活用実証支援事業実施要領
（目的）
第１条　この要領は、ＩＴ活用実証支援事業（以下「支援事業」という。）の円滑な事業実施のために必要な事項を定めるものとする。

（支援事業の目的）

第２条　第４条の事業を実現するために協働する複数の協議会会員等（非会員を含む。以下同じ。

）により形成される共同体（以下「共同体」という。）に対して、事業資金の一部を交付し事業実現を支援することより、協議会会員の相互理解を深め、会員の情報リテラシー及び技術力等の向上を図り、並びに事業成果を公開することで産学官連携を促進することを目的とする。

（共同体）

第３条　共同体は、次の各号に定める事項を満たさなければならない。

 (1)共同体には１以上の会員が含まれていなければならない。

 (2)共同体は、共同体の構成員の中から、本要領に定める事務手続きの責任者となる代表団体及び代表者を定めなければならない。

 (3)共同体は代表団体を中心に協力して事業の実現に努めなければならない。

 (4)事業を実施するための必要な経費のうち共同体の負担分に関しては、共同体で調達しなければならない。

２　共同体に非会員が含まれる場合は、当該非会員は協議会に入会することが望ましい。

（助成対象事業）

第４条　助成対象事業は、共同体が行う地域の情報化を推進する事業で、次の各号に該当するも

のとする。なお、普及啓発や人材育成を目的とした事業は対象外とする。

 (1)ＩＴを活用した研究の実証事業

 (2)電子自治体構築のための先駆的な事業

 (3)ブロードバンドネットワーク基盤整備に関する先駆的な事業

 (4)ブロードバンドネットワークの利用促進に向けたコンテンツ提供に関する事業

 (5)情報バリアフリー促進のための先駆的な事業

 (6)ユビキタスネットワーク社会実現に向けた先駆的な事業

 (7)その他地域の情報化に資すると認められる事業

２　助成対象事業は平成16年３月31日までに完了しなければならない。

（助成対象経費）

第５条　助成対象経費は、事業実現に直接的に必要な経費とし、具体的には次に掲げる項目等と

する。なお、事務的経費（消耗品費や職員賃金等）、事業採択以前に執行された経費を除くものとする。

 (1)使用料及び賃借料････機材リース料等

 (2)備品購入費････（リースで対応できない場合の）必要な物品の購入等

 (3)委託料････事業の一部を共同体以外の団体に委託する場合等

 (4)役務費････事業で必要な通信回線の利用料等

 (5)その他協議会が必要と認める項目

（助成金の額）

第６条　助成金の額は、一事業当たりの上限額を原則100万円とする。

（助成金の交付申請）
第７条　支援事業の採択を受けようとする場合は、代表団体は助成金交付申請書（様式第１号）

を別に定める期日までに協議会へ提出しなければならない。

（共同参画者がいない場合の調整）

第８条　会員等で、事業実施の希望があるにもかかわらず共同参画者がいないため前条の申請ができない場合は、調整依頼書（様式第２号）を別に定める期日までに協議会へ提出することができる。

２　協議会は、前項の調整依頼書が提出された場合は、協議会のホームページに調整依頼の内容を掲載し、共同参画者を募ることとする。

３　前２項を経て助成金交付申請書を提出する場合の手続きは前条の規定を準用する。

（審査）

第９条　事業の採択については、協議会が別に委嘱する審査委員が第７条により提出された助成金交付申請書を次の各号に掲げる基準により審査を行う。
 (1)地域への貢献度：地域の情報化や地域間交流等に有用であること。

 (2)波及性：事業実現により将来的に様々な分野に貢献する可能性があること。

 (3)必要性：事業実現がその分野の発展に必要なものであること。

 (4)独自性：新たなサービスを提供する事業又は新しい技術を用いた事業等創意工夫が活かされたものであること。

２　審査の方法は、協議会が別に定める方法による。

（事業採択及び助成金の交付額の決定）

第10条　協議会は前条の審査結果に基づき、採択する事業及び助成金の交付額を決定し、代表団体に対して採択決定通知書（様式第３号）により通知する。

２　助成金の配分方法は、協議会が別に定める方法による。

３　協議会は審査結果及び審査員からの意見等を踏まえ、申請額と異なる助成金の交付額を決定することができる。

４　協議会は第１項の通知に際して、必要に応じて条件を付すことができる。

（事業の変更等に関する手続き）

第11条　事業採択後に事業計画の変更等の事由が生じた場合は、事前に協議会に報告し、その

指示を受けなければならない。
（実績報告）

第12条　採択を受けた事業が完了したときは、代表団体は事業が完了した日から起算して30日

を経過した日又は３月31日のいずれか早い日までに、実績報告書（様式第４号）を協議会に提出しなければならない。

（助成金の額の確定）

第13条　協議会は、前条の規定により提出された実績報告書について審査を行い、適正と認め

るときは、事業完了の認定及び助成金の額の確定について助成金確定通知書（様式第５号）により通知する。

２　前項の規定により確定した助成金の額を超える助成金が共同体に既に交付されている場合、共同体は協議会の指示に従い超過分を返納しなければならない。

（助成金の支払）

第14条　助成金の支払は前条の規定により助成金の額が確定した後とする。ただし、協議会が

採択事業の円滑な実施に必要と認めた場合は、第10条の規定により決定した助成金の全部又

は一部を概算払いすることができる。

２　共同体が前項の規定による精算払又は概算払を受けようとする場合は、代表団体は助成金精算払（概算払）請求書（様式第６号）を別に定める日までに協議会に提出しなければならない。

（状況報告）
第15条　共同体は、協議会の求めに応じて、事業の進捗状況等の報告しなければならない。
（情報の公開）

第16条　協議会は、提出された助成金交付申請書、調整依頼書、審査の結果及び実績報告について、協議会ホームページ（http://www.n-it-its.jp）等で情報提供することとする。ただし、公開範囲については、提案等をした協議会と共同体が協議の上決定する。

（財産管理及び帳簿の記載）

第17条　共同体は、事業実現のために取得した財産（以下「取得財産」という）について、

善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。

２　代表団体は、採択を受けた事業に係る経理について、帳簿及びすべての証拠書類を備え、

他の経理と明確に区分して経理し、その収支の状況を明らかにしておかなければならない。
３　代表団体は、前項の帳簿及び証拠書類を事業終了日から２年間保管しなければならない。
４　代表団体は前２項の事務を共同体の他の構成員に行わせることができる。

（取得財産の処分等に関する制限）
第18条　共同体が、事業終了日から起算して２年を経過する日以前に、取得財産を事業計画の

目的に反して使用、譲渡、交換、貸付、売却又は担保供与しようとする場合は、あらかじめ

協議会の承認を受けなければならない。

（その他）

第19条　この要領に定めるもののほか、この要領の実施に関して必要な事項は、地域情報化委

員会事務局長が別に定めるものとする。
